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気象災害の脅威
～九州北部豪雨災害等を中心に～

特 集

第2章 九州北部豪雨災害について

第3章 今後の取組

第1章 気候変動の状況



近年、世界中で大規模な気象災害が頻発している。平成29年（2017年）も、世界各地や日本に
おいて気象災害が発生し、暴風雨や洪水などによる水災害の被害は非常に大きいものとなっている。
同年8月にインドを中心とした洪水や土砂崩れで1,200人以上が命を落とし、同じく8月に西アフリ
カ（シエラレオネ共和国）で洪水や土砂崩れ、地すべりにより900人以上の死者・行方不明者を出
すなどの災害が発生している（附属資料26（附-42頁）参照）。我が国でも同年７月に発生した九州
北部豪雨により、多くの人的・物的損害が発生した。

世界気象機関（ＷＭＯ）は、2017年は地球温暖化の進行に伴って世界各地で気象災害が多発し、
経済損失は過去最高の3,200億ドル（約34兆円）になったとの試算公表を行った。うち、損失の約
8割（約2,600億ドル以上）は大型ハリケーン「ハーヴィー」、「イルマ」、「マリア」等による米国の
被害額と推計されている。

地球温暖化による継続的な気候変動は、気象現象にも大きな影響を与えており、この方向性は今後
も長期的に続くと考えられている。気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第５次評価報告書
（ＡＲ５）によれば、将来温室効果ガスの排出量がどのようなシナリオにおいても、21世紀末に向け
て、世界の平均気温は上昇し、気候変動の影響のリスクが高くなると予測されている。

このため、平成30年版防災白書の「特集」では、近年多発する日本の気象災害を中心に、まず、
改めて現在の我が国を取り巻く気候変動の状況について理解を深め（第1章）、そのうえで、特に
2017年に大きな損害をもたらした九州北部豪雨による気象災害の被害状況や政府等の応急対応、施
策等について説明する（第2章）。これらを踏まえ、日本の気象災害の脅威に対するこれまでの政府
の取組等を概観し、今後の取組について展望したい（第3章）。

気象災害の脅威 
～九州北部豪雨災害等を中心に～特 集
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第 1章 気候変動の状況

第1節	 世界の状況
2017年の世界の年平均気温（陸域における地表付近の気温と海面水温の平均）の偏差（1981〜
2010年平均からの差）は+0.38℃（確定値）（20世紀平均基準における偏差は+0.74℃）で、1891
年の統計開始以降、3番目に高い値となった。世界の年平均気温は、長期的には100年あたり約
0.73℃の割合で上昇しており、特に1990年代半ば以降、高温となる年が多くなっている。

注）細線（黒）：各年の平均気温の基準値からの偏差、太線（青）：偏差の５年移動平均、直線（赤）：長期的な変化傾向。
基準値は1981〜2010年の30年平均値。

出典：気象庁ホームページ（平成30年2月1日現在）（参照：http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_wld.html）

世界各地の観測所で観測された降水量から計算した、2017年の世界の陸域の年降水量の1981〜
2010年平均基準における偏差は+49mmであった。半球別に見ると、2017年の北半球の年降水量
の偏差は+54mm、南半球の年降水量の偏差は+37mmである。

注）棒グラフ：各地点での年降水量の基準値からの偏差を領域平均した値、太線（青）：偏差の５年移動平均。
基準値は1981〜2010年の30年平均値。
陸域の観測値のみを用いている。

出典：気象庁ホームページ（平成30年4月2日現在）（参照：http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_wld_r.html）
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第2節	 日本の状況

2－1　気温
2017年の日本の年平均気温の1981〜2010年平均基準における偏差は+0.26℃（20世紀平均基
準における偏差は+0.86℃）であった。日本の年平均気温は、長期的には100年あたり約1.19℃の
割合で上昇しており、特に1990年代以降、高温となる年が頻出している。

注）細線（黒）：各年の平均気温の基準値からの偏差、太線（青）：偏差の５年移動平均、
直線（赤）：長期的な変化傾向。基準値は1981〜2010年の30年平均値。

出典：気象庁ホームページ（参照：http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn.html）

日最高気温が30℃以上（真夏日）の日数については、統計期間1931〜2016年で増加傾向が現れ
ており（信頼度水準90％で統計的に有意）、日最高気温が35℃以上（猛暑日）の日数は同期間で増
加している（信頼度水準99％で統計的に有意）。

　

注）�棒グラフ（緑）：1地点あたりの年間日数（各年の年間日数の合計を各年の有効地点数の合計で割った値）、�
太線（青）：５年移動平均、直線（赤）：長期的な変化傾向。

出典：気候変動監視レポート2016（気象庁）
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2－2　降水量
日本の降水量の変化傾向をみるため、1898〜2016年までの気象庁の観測点における年降水量の
偏差（1981〜2010年平均からの差）を用いて解析した。日本の51観測地点による2016年の年降
水量の偏差は+212.3mmであり、長期的な変化傾向はみられない。日本の年降水量の変化をみると、
統計開始から1920年代半ばまでと1950年代に多雨期がみられ、1970年代以降は年ごとの変動が大
きくなっている。

注）�棒グラフ：国内51観測地点での年降水量の基準値からの偏差を平均した値、�
太線（青）：偏差の５年移動平均。基準値は1981〜2010年の30年平均値。

出典：気候変動監視レポート2016（気象庁）

アメダスで観測された1時間降水量（毎正時における前1時間降水量）50mm以上の年間発生回
数は統計期間1976〜2016年で増加しており（信頼度水準99％で統計的に有意）、1時間降水量
80mm以上の年間発生回数についても、同期間で増加している（信頼度水準99％で統計的に有意）。
一方、日降水量200mm以上の年間日数については同期間で変化傾向は見られないが、日降水量
400mm以上の年間日数については増加傾向が現れている（信頼度水準90％で統計的に有意）。
ただし、大雨や短時間強雨の発生回数は年ごとの変動が大きく、それに対してアメダスの観測期間
は比較的短いことから、変化傾向を確実に捉えるためには今後のデータの蓄積が必要である。

　

注）�棒グラフ（緑）：年間発生回数（全国のアメダスによる観測値を1000地点あたりに換算した値）、�
太線（青）：５年移動平均、直線（赤）：長期的な変化傾向。

出典：気候変動監視レポート2016（気象庁）
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2－3　台風
2017年の台風の発生数は27個（平年値25.6個）で、平年並であった。1990年代後半以降はそれ
以前に比べて発生数が少ない年が多くなっているものの、1951〜2016年の統計期間では長期変化
傾向はみられない。

台風の発生数の経年変化

注）細線は年々の値、太線は５年移動平均を示す。
出典：気候変動監視レポート2016（気象庁）

「強い」以上の台風の発生数や発生割合の変動については、統計期間を台風の中心付近の最大風速
データが揃っている1977年以降とする。「強い」以上の勢力となった台風の発生数は、1977年〜
2016年の統計期間では変化傾向はみられない。

「強い」以上の勢力となった台風の発生数と全発生数に対する割合の経年変化

注）�細線は「強い」以上の勢力となった台風の発生数（青）と全台風に対する割合（赤）の経年変化。太線はそれぞれの５年
移動平均を示す。

出典：気候変動監視レポート2016（気象庁）
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第3節	 日本の将来予測

3－1　気温
21世紀末（将来気候：2076〜2095年）には20世紀末（現在気候：1980〜1999年）と比較して、
年平均気温は、全国平均で4.5℃上昇するなど、全国的に有意に上昇する。地域別にみると、北日本
日本海側で4.8℃、北日本太平洋側で4.9℃、東日本日本海側で4.5℃、東日本太平洋側で4.3℃、西
日本日本海側で4.1℃、西日本太平洋側で4.1℃、沖縄・奄美で3.3℃上昇するなど、高緯度地域ほど
上昇が大きい。

（℃）

注）�棒グラフ（赤）：将来における変化量（将来気候と現在気候の差）、�
細い縦線（黒）：年々変動の幅（各地域とも、左：現在気候、右：将来気候）。

出典：地球温暖化予測情報第9巻第2章（気象庁）
（参照：http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/GWP/index.html）

3－2　降水量

年降水量や季節ごとの3ヶ月降水量の将来変化は、ほぼ全国的に有意な変化傾向がみられない。夏
は、東日本太平洋側をはじめ、九州東部から本州太平洋側の広い範囲で減少しているが、九州西部で
は、夏の降水量の明瞭な増加が予測されている。これは、将来気候において、特に8月の太平洋高気
圧の強化に伴って南西諸島付近の気圧が上昇し、黄海から朝鮮半島付近にかけての気圧が下降するた
めに、下層の南西風が九州西部に吹き付ける地形的影響から生じる。また、この影響により、風下側
である九州東部では降水量の明瞭な減少が現れていると考えられる。さらに、夏は、北日本日本海側
で有意な増加傾向が現れているほか、北海道付近では年降水量が増加している。
日降水量100㎜以上及び200㎜以上の発生日数は、ほぼ全ての地域及び季節で有意に増加する。短
時間強雨の発生回数は、全ての地域及び季節で有意に増加し、無降水日数は多くの地域及び期間で有
意に増加する。
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（回） （回）

（回） （日）

注）�日降水量100mm以上、日降水量200mm以上、1時間降水量50mm以上の図について、棒グラフ：平均発生回数、細
い縦線（黒）：年々変動の幅（各地域とも、左：現在気候、右：将来気候）。無降水日の図について、棒グラフ（赤）：将来
における変化量（将来気候と現在気候の差）、細い縦線（黒）：年々変動の幅（各地域とも、左：現在気候、右：将来気候）。

出典：地球温暖化予測情報第9巻第3章（気象庁）

3－3　積雪・降雪
年最深積雪は北海道内陸の一部地域を除いて全国的に有意に減少しており、特に本州日本海側で大きな
減少が予測されている。期間別、地域別にみても、最深積雪は全期間及び全地域で有意に減少している。
年降雪量は、北海道内陸の一部地域を除いて全国的に有意に減少しており、特に本州日本海側で大

きな減少が予測されている。期間別、地域別にみても、降雪量は全期間及び全地域で有意に減少して
いる。東日本日本海側及び西日本日本海側では冬の降水量も有意に減少していることから、本州日本
海側での降雪量が減少しているのは、気温の上昇に伴って雪が雨として降るだけでなく、日本付近の
大気の流れが変わった影響を受けていることを示唆している。

（cm） （cm）

注）�棒グラフ（赤）：将来における変化量（将来気候と現在気候の差）、細い縦線（黒）：年々変動の幅（各地域とも、左：現
在気候、右：将来気候）。

出典：地球温暖化予測情報第9巻第4章（気象庁）
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第4節	 自然災害への影響
第1節から第3節まで世界と日本の気候動向について考察してきたが、こうした地球温暖化傾向の
影響等に伴う下記自然現象の発露により、その災害外力（ハザード）としての強さを高めていくと考
えられている。
・洪水� ・海抜ゼロメートル地帯の浸水� ・都市部の地下浸水
・土砂災害� ・深層崩壊	 ・高潮

三大都市圏におけるゼロメートル地帯

出典：国土地理院

ただし、これらより受ける被害は、外力の強さのみに依存するものではなく、これらを受け止める
社会の脆弱性及び外力にどの程度晒

さら
されているかの曝露(ばくろ)度合いとの兼ね合いで変わってくる。

■脆弱性：ＩＰＣＣ第５次評価報告書（ＡＲ５）第2作業部会報告書Box�SＰＭ.2においては、
脆弱性を「悪影響を受ける傾向又は素因。脆弱性は危害への感受性又は影響の受けやすさや、対
処し適応する能力の欠如といった様々な概念や要素を包摂している。」と定義している。

■曝露：ＡＲ５第2作業部会報告書Box�SＰＭ.2においては、曝露を「悪影響を受ける可能性
がある場所及び環境のなかに、人々、生活、生物種又は生態系、環境機能・サービス及び資源、
インフラ、もしくは経済的、社会的又は文化的資産が存在すること。」と定義している。

また、2017年11月にボンで開催された国連気候変動枠組条約第23回締約国会議（UNFCCC-COP23）
において明らかになったように、災害リスク削減のためには、持続可能な開発目標（SDGs）や気
候変動枠組みと連携することにより、さらに脆弱性を弱め、レジリエンスを高めることが重要である。

災害リスク削減と気候変動の適応、持続可能な開発目標の関係

（気候変動への適応）

（持続可能な開発目標）
（災害リスク削減）

（脆弱性を弱め、
レジリエンスを高める）

出典：第23回締約国会議（UNFCCC-COP23）資料より抜粋
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